
戦争にNO、
原発は廃炉、
そして、

共に生きる社会を

無所属・市民派

温暖化対策　愛媛県はやる気があるのか？！

　

自
治
体
は
自
ら
率
先
し
て
温
室
効
果

ガ
ス
削
減
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
香
川
県
で
は
、「
第
六
次
か
が
わ
エ

コ
オ
フ
ィ
ス
計
画
」
で
、
２
０
３
０
年
度

５０
％
削
減
の
目
標
を
掲
げ
、
目
標
達
成
に

向
け
て
、
全
庁
的
な
取
り
組
み
状
況
の
管

理
、
監
督
、
点
検
を
行
う
環
境
管
理
責
任

者
を
置
き
、
エ
コ
オ
フ
ィ
ス
推
進
部
会
が

計
画
の
取
組
を
推
進
し
て
い
る
。
ま
た
、

各
所
属
に
計
画
の
周
知
徹
底
、
職
員
の
意

識
啓
発
等
に
取
り
組
む
環
境
活
動
推
進
員

を
設
置
し
て
い
る
。

【
質
問
】
愛
媛
県
で
も
、
現
計
画
２
０
３
０
年

度
2７
％
削
減
目
標
を
４６
％
以
上
へ
と
引
き
上
げ

る
べ
き
で
は
な
い
か
。

【
答
弁
】
削
減
目
標
に
つ
い
て
は
、
現
在
実
施

中
の
再
エ
ネ
導
入
促
進
調
査
等
も
踏
ま
え
、

２
０
５
０
年
の
脱
炭
素
社
会
の
実
現
を
見
据
え

た
目
標
設
定
を
検
討
す
る
。

【
質
問
】
今
年
度
、
や
っ
と
県
庁
本
館
の
照
明

Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
が
予
算
化
さ
れ
た
が
、
も
っ
と
ス
ピ

ー
ド
感
を
持
っ
て
ほ
し
い
。
具
体
的
な
取
り
組

み
と
し
て
「
職
員
の
意
識
の
向
上
」
を
上
げ
て

い
る
が
、
こ
れ
ま
で
意
識
改
革
に
向
け
て
、
ど

の
よ
う
な
職
員
研
修
を
行
っ
て
き
た
の
か
。

【
答
弁
】
各
職
場
に
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
の
推
進

委
員
を
設
置
し
、
ク
ー
ル
ビ
ズ
、
ウ
ォ
ー
ム
ビ

ズ
の
推
進
、
自
転
車
通
勤
の
促
進
な
ど
、
職
員

を
対
象
と
し
た
意
識
啓
発
や
研
修
等
を
実
施
し

て
い
る
。

【
質
問
】
温
暖
化
対
策
の
け
ん
引
役
と
し
て
、

現
計
画
か
ら
事
務
事
業
編
を
独
立
さ
せ
、
役
割

を
明
確
に
し
た
推
進
体
制
と
す
る
必
要
が
あ
る

の
で
は
な
い
か
。

【
答
弁
】
現
計
画
で
は
県
の
事
務
事
業
に
伴
う

温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
に
つ
い
て
、
明
確
に
区

分
し
て
記
載
し
て
お
り
、
独
立
し
た
計
画
と
す

る
こ
と
は
考
え
て
い
な
い
。

【
質
問
】
昨
年
６
月
議
会
で
は
、
県
管
理
施
設

へ
の
太
陽
光
発
電
の
導
入
に
つ
い
て
、
施
設
の

新
築
、
大
規
模
改
修
の
際
に
、
費
用
対
効
果

を
勘
案
し
、
総
合
的
に
検
討
す
る
と
い
う
消

極
的
な
答
弁
だ
っ
た
。
環
境
省
の
支
援
事
業

に
は
公
共
施
設
へ
の
導
入
調
査
支
援
も
あ
る
。

２
０
３
０
年
ま
で
の
削
減
が
急
務
と
さ
れ
る

中
、
可
能
性
調
査
を
早
急
に
行
う
べ
き
で
は
な

い
の
か
。

【
答
弁
】
県
有
施
設
へ
の
太
陽
光
発
電
の
導
入

促
進
に
向
け
、
今
年
度
は
新
た
に
「
と
べ
も
り

エ
リ
ア
」
で
の
太
陽
光
発
電
導
入
を
中
心
と
し

た
２
０
３
０
年
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
達
成
に
向
け
た

モ
デ
ル
プ
ラ
ン
の
作
成
に
取
り
組
み
、
今
後
も

他
施
設
へ
の
可
能
性
調
査
の
実
施
を
含
め
、
導

入
維
持
管
理
費
用
や
導
入
に
よ
る
経
費
の
削
減

等
も
勘
案
し
、
総
合
的
に
検
討
す
る
。

　

既
存
住
宅
の
断
熱
リ
フ
ォ
ー
ム
に
つ

い
て
、
住
生
活
基
本
計
画
で
は
、
基
本

目
標
で
、「
住
宅
ス
ト
ッ
ク
（
既
存
住

宅
）
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
の
削
減
率
を

２
０
３
０
年
１８
％
」
と
し
、「
高
齢
者
の

居
住
す
る
住
宅
の
う
ち
一
定
の
バ
リ
ア
フ

リ
ー
性
能
及
び
断
熱
性
能
を
有
す
る
住
宅

の
割
合
」
を
２
０
３
０
年
２０
％
と
成
果
指

標
を
示
し
て
い
る
。
長
野
県
で
は
、
信
州

健
康
ゼ
ロ
エ
ネ
住
宅
指
針
を
示
し
、
新
築

及
び
リ
フ
ォ
ー
ム
に
助
成
し
て
い
る
。
鳥

取
県
の
先
進
事
例
も
あ
る
。
愛
媛
県
も
、

成
果
指
標
を
達
成
す
る
た
め
に
、
具
体
的

な
指
針
を
示
し
、
着
実
に
進
め
て
い
た
だ

き
た
い
。

【
質
問
】
断
熱
リ
フ
ォ
ー
ム
へ
の
県
独
自
の
助

成
制
度
も
検
討
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

【
答
弁
】
断
熱
リ
フ
ォ
ー
ム
に
つ
い
て
、
普
及

啓
発
を
行
う
な
か
で
、
県
民
の
ニ
ー
ズ
を
的
確

に
把
握
し
、
関
心
の
高
ま
り
を
踏
ま
え
て
、
必

要
に
応
じ
て
計
画
を
ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。
本
年
4
月
、
国
の
断
熱
リ

フ
ォ
ー
ム
を
対
象
と
し
た
補
助
制
度
が
創
設
さ

れ
た
こ
と
か
ら
、
県
独
自
で
は
な
く
、
国
の
補

助
制
度
が
活
用
さ
れ
る
よ
う
制
度
の
周
知
に
努

め
て
い
る
。

【
質
問
】
県
民
、
及
び
地
元
建
築
事
業
者
へ
の

啓
発
が
重
要
で
、
必
要
性
や
具
体
的
な
方
法
を

知
る
こ
と
が
で
き
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
な
ど
、

取
り
入
れ
て
は
ど
う
か
。

【
答
弁
】「
愛
媛
暮
ら
し
と
ス
マ
イ
ル
フ
ェ
ア
」

で
住
宅
の
省
エ
ネ
対
策
を
テ
ー
マ
と
し
た
セ
ミ

ナ
ー
の
開
催
や
既
存
住
宅
の
リ
フ
ォ
ー
ム
相
談

窓
口
の
設
置
等
に
よ
っ
て
、
広
く
県
民
や
事
業

者
に
対
し
断
熱
リ
フ
ォ
ー
ム
を
含
む
住
宅
省
エ

ネ
化
の
啓
発
に
努
め
て
い
る
。
県
民
の
関
心
が

高
ま
っ
た
段
階
で
体
験
型
セ
ミ
ナ
ー
等
を
開
催

す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　
日
本
も
２
０
３
５
年
、
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド

車
を
除
く
と
い
う
条
件
付
き
で
、
ガ
ソ

リ
ン
車
販
売
禁
止
を
掲
げ
て
い
る
。
電
気

自
動
車
へ
と
シ
フ
ト
す
る
対
策
が
急
が

れ
る
。
２
月
議
会
、
総
務
企
画
委
員
会

で
、
公
用
車
へ
の
導
入
を
求
め
た
が
、
後

ろ
向
き
の
答
弁
だ
っ
た
。
今
回
、
コ
ロ
ナ

臨
時
交
付
金
を
財
源
と
し
、
電
気
自
動

車
カ
ー
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
導
入
実
証
事
業
費

９
０
０
万
円
が
予
算
化
さ
れ
て
い
る
。

【
質
問
】
県
内
の
電
気
自
動
車
の
普
及
状
況
と

こ
の
事
業
に
よ
る
効
果
を
示
し
て
。

【
答
弁
】
本
県
の
電
気
自
動
車
、
E
V
の
登
録

台
数
は
、
２
０
２
１
年
３
月
末
時
点
で
７
４
９

台
。
２
０
１
６
年
３
月
末
か
ら
の
５
年
間
で
、

全
国
と
同
様
に
約
２
倍
に
増
加
し
て
い
る
。
電

気
自
動
車
カ
ー
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
導
入
実
証
事
業

で
は
、
県
民
に
E
V
の
体
験
機
会
を
提
供
す
る

こ
と
で
、
今
後
の
購
入
の
動
機
づ
け
に
繋
が
る

と
考
え
て
い
る
。

ぜ
ひ
、
お
試
し
を
！

　　
『
電
気
自
動
車
カ
ー
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
』

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

  

10
月
ス
タ
ー
ト
！

　

問
い
合
わ
せ
⇩
環
境
政
策
課 

温
暖
化
対
策

　

グ
ル
ー
プ 

T
E
L

：

９
１
２
︱
２
３
４
９ 

愛媛県では、現在、２０２４年度スタートに向けた地球温暖化対策実行計画の見直し作業中です。国の目標２０３０年温室効果ガス４６％削減まで後８年、２０５０年排
出ゼロまで後２８年、大きく未来への責任が問われる計画です。ＣＯ２削減に向けた飛躍的な見直しを期待して、質問しました。

暑
中
お
見
舞
い
申
し
上
げ
ま
す

　

愛
媛
県
議
会
６
月
議
会
は
６
月
７
日
に
開
会
し
、
２１
日

に
閉
会
し
ま
し
た
。

　

２
０
２
２
年
度
６
月
補
正
予
算
は
、
一
般
会
計

１
７
８
億
６
６
８
万
円
と
特
別
会
計
１
３
３
３
万
円
、

あ
わ
せ
て
１
７
８
億
２
０
０
１
万
円
、
一
般
会
計
の
内

訳
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
対
策
と
社
会
経
済
活
動
の
両

立
に
向
け
た
取
組
の
強
化
６０
億
６
５
７
万
円
、
原
油
高

騰
・
物
価
高
騰
等
へ
の
緊
急
対
策
と
今
後
の
影
響
緩

和
策
２５
億
１
４
６
０
万
円
、
防
災
・
減
災
対
策
の
推
進

６３
億
７
２
６
０
万
円
、
Ｄ
Ｘ
の
さ
ら
な
る
推
進
な
ど
重
要

課
題
へ
の
対
策
強
化
２９
億
１
２
９
１
万
円
で
し
た
。
こ
の

他
、
職
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
を

含
む
１０
の
条
例
改
正
な
ど
を
審
議
し
ま
し
た
。

�

表
決
結
果
→

　

今
回
は
１２
名
の
議
員
が
一
般
質
問
を
行
い
ま
し
た
。
本

会
議
は
録
画
中
継
で
見
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

県
議
会
録
画
中
継
→

　

私
は
、
県
に
お
け
る
女
性
登
用
促
進
や
女
性
差
別
撤
廃

条
約
選
択
議
定
書
の
批
准
に
向
け
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
感
染

症
へ
の
対
策
を
含
む
６
項
目
に
つ
い
て
質
問
し
ま
し
た
。

ご
報
告
し
ま
す
。
み
な
さ
ま
の
ご
意
見
等
も
お
寄
せ
い
た

だ
け
る
と
あ
り
が
た
い
で
す
。

参
議
院
選
挙
を
終
え
て

　

愛
媛
県
の
投
票
率
は
４８
・
８１
％
、
全
国
５２
・
０５
％
よ
り

３
・
５８
％
も
低
く
、
最
も
下
落
幅
が
大
き
か
っ
た
よ
う
で

す
。
１
票
の
重
み
を
ど
う
伝
え
る
か
、
考
え
さ
せ
ら
れ
ま

す
。

　

私
は
、
選
挙
区
で
は
た
か
み
ち
か
さ
ん
を
応
援
し
ま
し

た
。
物
価
高
騰
、
格
差
貧
困
・
少
子
高
齢
社
会
、
増
え
な

い
所
得
な
ど
、
課
題
は
山
積
で
す
。
残
念
な
が
ら
、
当
選

に
届
き
ま
せ
ん
で
し
た
が
、「
私
た
ち
の
暮
ら
し
に
寄
り

添
う
政
治
」
を
と
、
先
頭
に
立
っ
て
訴
え
て
く
だ
さ
っ
た

た
か
み
ち
か
さ
ん
に
心
か
ら
感
謝
し
ま
す
。

　

一
方
で
、
軍
備
増
強
が
声
高
と
な
っ
た
今
、
戦
争
し
な

い
国
で
あ
り
た
い
と
の
思
い
を
一
層
強
く
し
て
い
ま
す
。

武
器
に
よ
っ
て
誰
一
人
殺
さ
れ
る
こ
と
の
な
い
世
界
に
向

か
っ
て
、
憲
法
９
条
の
実
現
を
目
指
し
、
歩
み
た
い
で
す
。

選
挙
の
結
果
は
ど
う
あ
れ
、
ひ
と
り
一
人
の
幸
せ
を
守
る

の
が
政
治
の
役
割
で
す
。
平
和
の
う
ち
に
生
存
す
る
権
利

を
求
め
て
、
声
を
上
げ
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

武井たか子の
県議会報告

〒 791-8025 松山市衣山 2-4-47 2F   tel.fax 089-924-2485
武井たか子を支える会（生き活き政治ネット）
http://home.e-catv.ne.jp/ikiiki/  e-mail ▶ ikiiki@cnc.e-catv.ne.jp

……武井多佳子（愛媛県議会議員）
……2022 年８月５日　 
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愛媛県の第三セクター南レク株式会社の
子会社「サンパール観光株式会社」倒産

誰もが働き続けられる
環境整備を

子どもたちが育つ
　　　　　環境の充実を

あらゆる分野で
男女共同参画の推進を

伊方原発３号機を廃炉に７月豪雨で被災した方々の
暮らしの再建を

戦争のない、
平和な社会の実現へ

一人でも多くの方々にお読みいただきたく、みなさまのお宅の郵便受けに入れさせていただいておりますこと、お許しください。

　５月１０日、愛媛県が約２７％の株を保有する南レク株式会社の子会社であ
るサンパール観光株式会社が破産手続きの開始決定を受けていたこと、負
債総額約２億７０００万円（２０２１年３月末期）と報道されました。また、南レ
クはサンパール観光の約７５％の株を保有しており、決算書を見ると、貸付
と株保有で資産の約２７％を占めています。当然、県の第三セクターである
南レクへも影響が及ぶのではないでしょうか。
　私は、２０１９年建設委員会の決算において、県が公表する出資法人経営評
価検証シートで「子会社のサンパールについては、同社からの貸付及び金
融機関への債務保証を行っているが、経営状況が悪化していることからも、
今後の対応について、同社への影響を考慮の上、適宜、関係者とも協議し
ながら検討を進めること。」と指摘されていることを問い、「まだ、これか
ら検討が必要な状況だ」との答弁で、「ホテルが耐震基準を満たしていない
安全性の問題もあり、先延ばしにせず、スケジュールを決めてしっかりと
対応すること」を求めておりました。
　サンパール観光の歴代社長を見ると、県の要職を務めた方々も名を連ね、
経営にかかわっています。また、南レクの県財政支出依存度は、２０１２年４８
％から２０２０年度は約８０％になっています。サンパール観光は、一株式会社
ですから、社長、及び役員に経営悪化への全責任があるのは当然のことで
すが、県の第三セクターが貸付や債務保証をしているとなると、県として
これまでの経緯や今後の対応について、しっかりとチェックし、県民に説
明しなければならないと考えます。
　

【答弁】県は南レク株式会社に対し、サンパール観光株式会社が、耐震性
の不足するホテルで営業を継続することに懸念を示し、南レク株式会社の
財務上のリスクを管理する観点から、サンパール観光株式会社の経営状況
の悪化を踏まえた、経営改善について、早急に検討を進めるよう求めてき
た。
　サンパールの今後あり方を検討するサンパールグランドビジョン検討会
は、同社の役員や関係する民間企業などで構成され、議論の内容は参加し
ている企業の経営に関するものが含まれているため、検討会の規約におい
て非開示とされている。
　南レク株式会社のサンパール観光株式会社への貸付金は、１９９０年度にホ
テル改修費用で６０００万円、その後も施設整備や老朽化改修費用として追加
の貸し付けを行っているが、２０２１年度末残高は５９００万円となっている。金
融機関からの借入に対する債務保証は、２００１年度に３億５０００万円だったが、
２０２１年度末で１億１７８０万円になっている。
　ホテルサンパールは南レク公園のスポーツ施設を利用する大学の合宿で
主に利用されていたが、地元の既存宿泊施設で同需要がカバーできること
から同社の破産が県有施設への大きな影響はない。跡地利用については、
破産管財人に財産の管理処分権が移行していることから、破産手続きのな
かで方針が決められていくものと考える。県としては、同社の破産により
損失を被る南レク株式会社に対し、南レク公園の魅力向上策の実施などに
よる側面的支援を行うこととしている。

　ウクライナへ侵攻したロシアは、１９８６年に過酷事故を起こしたチェルノ
ブイリ原発を占拠し、欧州最大級の出力６００万キロワットのザポリージャ
原発も攻撃、占拠しました。原発依存度が５０％を超えるウクライナでは戦
時下においても原発をとめられず、危険な状態が続いています。
　原発が自国民に向けた核兵器と化すという恐怖をまざまざと見せつけら
れました。２０２０年末、日本が保有するプルトニウムは約４６．1トン、核兵
器に換算し５７００発分以上を持っていることになります。今、私たちが学ぶ
べきは、原発への攻撃はありうること、そして、対処のしようがないこと、
だから、決して戦争は起こしてはいけない、ということです。愛媛県は、
伊方原発のこのリスクにしっかり向き合うべきと考えます。
　
 
　速やかに全ての原発を廃炉にすることが、私たち国民の安全確保の大前
提であり、それは不可能ではありません。現在、稼働している原発は４基、
全エネルギーのわずか３％です。時代はカーボンニュートラルへ向かって
います。脱炭素と脱原発の両輪は新たな時代の成長を生み出すことになり
ます。
　今年４月から、四国電力は、伊方原発を動かしながら再エネの出力制御
を始めました。愛媛県では再エネ導入可能性調査を実施しているところで
すが、今後、「再エネ出力制御」は、再エネ導入促進の足かせにしかなり
ません。
　２０２０年ネイチャーエネルギー誌に再エネ導入に関する世界１２３カ国の比
較研究が発表されました。「再エネに投資する国は原発を進める国よりは
るかに早く排出削減を進めることができる」という報告です。原発を優先
すれば、ＣＯ2削減のスピードを遅らせることになります。愛媛県は、温暖
化対策を推進する立場からも、経済産業省と四国電力に再エネ出力制御の
中止を求めるべきではないでしょうか。また、四国電力に再エネの主力電
源化に向けた取組を強く求めるべきと考えます。
　

　６月１７日、東京電力福島第一原発事故で被害を受けた住民らが国を訴え
た裁判の最高裁判決が出されました。原発事故の国の責任を否定しました。
放射線量が高く救出もされず、無念にも亡くなった方々、全国に避難し、
今もご苦労される方々、絶望の末、自ら命を絶った方々、原発事故さえな
ければ、このような理不尽なことは起きませんでした。国策として原発を
推進しながら事故の責任は取らない、許されていいはずありません。
　知事は２０１５年、万が一の事故が発生した場合に、国が責任を持って対応
すると明言した安倍元首相の言葉を根拠に再稼働を容認しました。しかし、
ひとたび事故を起こしたら、その責任は取らないという国の姿勢がはっき
りとした今、誰が住民の命を守れるのでしょうか。住民自治を担う県とし
て、住民の声を代弁する議会として、伊方原発の廃炉を求めて、声を上げ
てください。

『
教
員
に
よ
る
児
童
生
徒
性
暴
力
防
止

法
』
の
施
行
を
受
け
て

愛
媛
県
の
取
り
組
み
強
化
を
求
め
る
！

　
子
ど
も
た
ち
は
、
性
被
害
と
気
づ
か
ず
、
被
害
が
長
年
に

及
ん
だ
り
、
声
を
上
げ
ら
れ
な
か
っ
た
り
す
る
深
刻
な
ケ
ー

ス
が
あ
り
ま
す
。
全
国
的
に
も
、
教
員
の
わ
い
せ
つ
行
為
は

後
を
絶
ち
ま
せ
ん
。
今
年
４
月
、『
教
員
に
よ
る
児
童
生
徒

性
暴
力
防
止
法
』
が
施
行
さ
れ
、
教
員
に
よ
る
児
童
生
徒
性

暴
力
防
止
へ
の
対
策
は
、
地
方
公
共
団
体
、
教
育
委
員
会
、

学
校
等
そ
れ
ぞ
れ
に
責
務
と
さ
れ
ま
し
た
。

　

私
は
２
０
２
０
年
に
も
「
教
員
の
わ
い
せ
つ
行
為
」
に

つ
い
て
取
り
上
げ
ま
し
た
。
前
回
の
教
育
長
の
答
弁
は
、

「
２
４
０
人
の
相
談
員
が
相
談
窓
口
と
な
り
、
児
童
生
徒
、

保
護
者
に
し
っ
か
り
周
知
し
て
い
る
、
ひ
め
こ
こ
（
え
ひ
め

性
暴
力
被
害
者
支
援
セ
ン
タ
ー
）
に
つ
い
て
も
各
学
校
か
ら

児
童
生
徒
に
周
知
し
て
い
る
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
（
法
令

遵
守
）
は
徹
底
す
る
が
性
暴
力
に
特
化
し
た
研
修
は
し
な
い
」

と
の
こ
と
で
し
た
。

　
県
教
育
委
員
会
で
は
、
過
去
に
教
員
に
よ
る
わ
い
せ
つ
事

件
が
起
き
て
い
る
こ
と
を
深
刻
に
受
け
止
め
、
一
層
の
対
策

強
化
を
図
る
べ
き
と
考
え
、
再
度
質
問
し
ま
し
た
。

　【
答
弁
】
新
法
が
施
行
さ
れ
る
前
か
ら
、
性
暴
力
防
止
の
内

容
を
組
み
込
ん
だ
教
員
研
修
や
児
童
生
徒
へ
の
定
期
的
な
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
、
相
談
窓
口
等
の
周
知
な
ど
に
取
り
組
む
と

と
も
に
、
昨
年
度
新
た
に
わ
い
せ
つ
行
為
に
特
化
し
た
チ
ェ

ッ
ク
リ
ス
ト
の
作
成
・
活
用
や
教
員
の
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
に
よ
る
児

童
生
徒
へ
の
連
絡
制
限
に
関
す
る
指
導
を
行
う
、
地
域
の
連

絡
会
を
通
じ
て
性
暴
力
か
ら
子
ど
も
た
ち
を
地
域
ぐ
る
み
で

守
る
体
制
を
再
確
認
す
る
な
ど
、
不
断
の
対
策
強
化
に
努
め

て
い
る
。

　

本
県
は
直
近
１０
年
間
の
わ
い
せ
つ
行
為
等
に
か
か
る
教
員

の
懲
戒
事
案
の
発
生
率
が
全
国
平
均
の
６
割
程
度
と
低
い
水

準
に
あ
る
が
、
今
後
と
も
性
暴
力
の
根
絶
を
目
指
し
、
切
れ

目
な
い
啓
発
や
採
用
等
で
の
国
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
活
用
な
ど

継
続
し
た
対
策
強
化
に
努
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

政
治
カ
フ
ェ
　
開
催
し
ま
ー
す
。

　

と　

き
⇨
9
月
３
日
（
土
）
１３
時

 ３０
分
～

　

と
こ
ろ
⇨
松
山
市
民
会
館
第
４
会
議
室

　

テ
ー
マ
⇨
コ
ロ
ナ
感
染
か
ら
３
年
目
を
迎
え
、
見
え
て

　
　
　
　
　

き
た
こ
と
や
今
後
の
課
題
な
ど
、
気
軽
に
話

　
　
　
　
　

し
て
み
ま
せ
ん
か
。

原発が核兵器と化す

ストップ
伊方原発

脱原発･脱炭素の未来へ

原発事故の国の責任を否定


